
 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備 

2.11.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.11.1.2 要求される機能 

(1) 燃料取扱設備 

燃料取扱設備は，二重のワイヤなどにより落下防止を図る他，駆動源喪失時にも燃料集合体を落下さ

せない設計とする。 

また，遮へい，臨界防止を考慮した設計とする。 

(2) 構内用輸送容器 

構内用輸送容器は，除熱，密封，遮へい，臨界防止を考慮した設計とする。また，破損燃料集合体を

収納して輸送する容器については，燃料集合体の破損形態に応じて輸送中に放射性物質の飛散・拡散を

防止できる設計とする。 

 

（中略） 

 

2.11.1.3 設計方針 

(1) 燃料取扱設備 

b. 遮へい 

燃料取扱設備は，使用済燃料プールから構内用輸送容器への燃料集合体の収容操作を，燃料の遮へい

に必要な水深を確保した状態で，水中で行うことができる設計とするか，放射線防護のための適切な遮

へいを設けて行う設計とする。 

 

（中略） 

 

(2) 構内用輸送容器 

c. 遮へい 

 内部に燃料を入れた場合に放射線障害を防止するため，使用済燃料の放射線を適切に遮へいする設計

とする。 

 

（中略） 

 

 

2.11.1.4  供用期間中に確認する項目 

(2) 構内用輸送容器 

構内用輸送容器は，除熱，密封，遮へい，臨界防止の安全機能が維持されていること。 

 

（中略） 

 

2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備 

2.11.1 基本設計 

 

（中略） 

 

2.11.1.2  要求される機能 

(1) 燃料取扱設備 

燃料取扱設備は，二重のワイヤなどにより落下防止を図る他，駆動源喪失時にも燃料集合体を落下さ

せない設計とする。 

また，遮蔽，臨界防止を考慮した設計とする。 

(2) 構内用輸送容器 

構内用輸送容器は，除熱，密封，遮蔽，臨界防止を考慮した設計とする。また，破損燃料集合体を収

納して輸送する容器については，燃料集合体の破損形態に応じて輸送中に放射性物質の飛散・拡散を防

止できる設計とする。 

 

（中略） 

 

2.11.1.3 設計方針 

(1) 燃料取扱設備 

b. 遮蔽 

燃料取扱設備は，使用済燃料プールから構内用輸送容器への燃料集合体の収容操作を，燃料の遮蔽に

必要な水深を確保した状態で，水中で行うことができる設計とするか，放射線防護のための適切な遮蔽

を設けて行う設計とする。 

 

（中略） 

 

(2) 構内用輸送容器 

c. 遮蔽 

内部に燃料を入れた場合に放射線障害を防止するため，使用済燃料の放射線を適切に遮蔽する設計と

する。 

 

（中略） 

 

 

2.11.1.4 供用期間中に確認する項目 

(2) 構内用輸送容器 

構内用輸送容器は，除熱，密封，遮蔽，臨界防止の安全機能が維持されていること。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

記載の適正化 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.11.1.5 主要な機器 

(1) 燃料取扱設備 

燃料取扱設備は，燃料取扱機，クレーンで構成する。 

a. 燃料取扱機 

燃料取扱機は，使用済燃料プール及びキャスクピット上を水平に移動するブリッジ並びにその上を移

動するトロリで構成する。 

 

 

b. クレーン 

クレーンは，オペレーティングフロア上部を水平に移動するガーダ及びその上を移動するトロリで構

成する。 

 

 

（中略） 

 

2.11.1.6 自然災害対策等 

(2) 豪雨，台風，竜巻 

燃料取り出し用カバーは，建築基準法及び関係法令に基づいた風圧力に対し耐えられるよう設計す

る。 

燃料取扱設備は，建築基準法及び関係法令に基づいた風圧力に対し耐えられるよう設計している燃料

取り出し用カバー内に設置する。 

燃料取出し用カバーは外装材で覆うことにより風雨を遮る設計とする。燃料取扱設備は，風雨を遮る

設計である燃料取出し用カバー内に設置する。 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.11.1.5 主要な機器 

(1) 燃料取扱設備 

燃料取扱設備は，燃料取扱機，クレーンで構成する。 

a. 燃料取扱機 

燃料取扱機は，使用済燃料プール及びキャスクピット上を水平に移動するブリッジ並びにその上を移

動するトロリで構成する。なお，２号機の燃料取扱機は，低床ジブクレーンとし，原子炉建屋オペレー

ティングフロア，燃料取り出し用カバー間を水平に移動する走行台車とその上に設置する旋回体で構成

する。 

b. クレーン 

クレーンは，オペレーティングフロア上部を水平に移動するガーダ及びその上を移動するトロリで構

成する。なお，２号機のクレーンは，低床ジブクレーンとし，原子炉建屋オペレーティングフロア，燃

料取り出し用カバー間を水平に移動する走行台車とその上に設置する旋回体で構成する。 

 

（中略） 

 

2.11.1.6 自然災害対策等 

(2) 豪雨，台風，竜巻，落雷 

燃料取り出し用カバーは，建築基準法及び関係法令に基づいた風圧力に対し耐えられるよう設計す

る。 

燃料取扱設備は，建築基準法及び関係法令に基づいた風圧力に対し耐えられるよう設計している燃料

取り出し用カバー内に設置する。 

燃料取出し用カバーは外装材で覆うことにより風雨を遮る設計とする。燃料取扱設備は，風雨を遮る

設計である燃料取出し用カバー内に設置する。 

燃料取扱設備および燃料取り出し用構台は建築基準法及び関連法令に従い必要に応じて避雷設備を

設ける。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2号機燃料取扱設備設置に伴い

追記 

 

 

 

2号機燃料取扱設備設置に伴い

追記 

 

 

 

 

2号機燃料取扱設備設置に伴い

追記 

 

 

 

 

2号機燃料取扱設備設置に伴い

追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.11.2 基本仕様 

2.11.2.1 主要仕様 

(1) 燃料取扱設備 

（３号機及び４号機を除く） 

a. 燃料取扱機 

個数   1 式 

b. クレーン 

個数   1 式 

 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.11.2 基本仕様 

2.11.2.1 主要仕様 

(1) 燃料取扱設備 

（２号機，３号機及び４号機を除く） 

a. 燃料取扱機 

個数   1 式 

b. クレーン 

個数   1 式 

 

（中略） 

 

（２号機） 

a. 燃料取扱機 

型式           低床ジブクレーン 

基数      1 基 

定格荷重        ：1t  

 

b. クレーン 

型式  低床ジブクレーン 

基数  1 基 

定格荷重  構内用輸送容器用   ：47t 

   構内用輸送容器一次蓋開閉用 ：3.9t 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2号機燃料取扱設備設置に伴い

追記 

 

 

 

 

 

 

2号機燃料取扱設備設置に伴い

追記 

 

 

 

 

2号機燃料取扱設備設置に伴い

追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.11.3 添付資料 

添付資料－１ 燃料取扱設備の設計等に関する説明書 

添付資料－１－１ 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書※3 

添付資料－１－２ 放射線モニタリングに関する説明書※3 

添付資料－１－３ 燃料の健全性確認及び取り扱いに関する説明書※2 

添付資料－２ 構内用輸送容器の設計等に関する説明書 

添付資料－２－１ 構内用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書※3 

添付資料－２－２ 破損燃料用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書※1 

添付資料－２－３ 構内輸送時の措置に関する説明書※2 

添付資料－３ 燃料取り出し用カバーの設計等に関する説明書 

添付資料－３－１ 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能に関する説明書※3 

添付資料－３－２ がれき撤去等の手順に関する説明書 

添付資料－３－３ 移送操作中の燃料集合体の落下※3 

添付資料－４ 構造強度及び耐震性に関する説明書 

添付資料－４－１ 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書※3 

添付資料－４－２ 燃料取り出し用カバーの構造強度及び耐震性に関する説明書※3 

添付資料－４－３ 燃料取り出し用カバー換気設備の構造強度及び耐震性に関する説明書※3 

添付資料－５ 使用済燃料プールからの燃料取り出し工程表※3 

添付資料－６ 福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋カバーに関する説明書 

添付資料－７ 福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋カバー解体について 

添付資料－８ 福島第一原子力発電所第１・２号機原子炉建屋作業エリア整備に伴う干渉物解体撤去に

ついて 

添付資料－９ 福島第一原子力発電所第２号機原子炉建屋西側外壁の開口設置について 

添付資料－１０ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロアのガレキの撤去に

ついて 

添付資料－１０－１ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロア北側のガレ

キの撤去について 

添付資料－１０－２ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロア中央および

南側のガレキの一部撤去について 

添付資料－１０－３ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロア外周鉄骨の

一部撤去について 

添付資料－１０－４ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロア床上のガレ

キの一部撤去について 

添付資料－１１ 福島第一原子力発電所 1号機及び 2号機非常用ガス処理系配管の一部撤去に 

ついて 

 

※1（３号機を除く），※2（３号機及び４号機を除く）及び※3（３号機及び４号機を除く）の説明書に

ついては，現地工事開始前までに報告を行い，確認を受けることとする。 

2.11.3 添付資料 

添付資料－１ 燃料取扱設備の設計等に関する説明書 

添付資料－１－１ 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書※1 

添付資料－１－２ 放射線モニタリングに関する説明書※2 

添付資料－１－３ 燃料の健全性確認及び取り扱いに関する説明書※2 

添付資料－２ 構内用輸送容器の設計等に関する説明書 

添付資料－２－１ 構内用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書※2 

添付資料－２－２ 破損燃料用輸送容器に係る安全機能及び構造強度に関する説明書※2 

添付資料－２－３ 構内輸送時の措置に関する説明書※2 

添付資料－３ 燃料取り出し用カバーの設計等に関する説明書 

添付資料－３－１ 放射性物質の飛散・拡散を防止するための機能に関する説明書※2 

添付資料－３－２ がれき撤去等の手順に関する説明書 

添付資料－３－３ 移送操作中の燃料集合体の落下※1 

添付資料－４ 構造強度及び耐震性に関する説明書 

添付資料－４－１ 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書※1 

添付資料－４－２ 燃料取り出し用カバーの構造強度及び耐震性に関する説明書※2 

添付資料－４－３ 燃料取り出し用カバー換気設備の構造強度及び耐震性に関する説明書※2 

添付資料－５ 使用済燃料プールからの燃料取り出し工程表※2 

添付資料－６ 福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋カバーに関する説明書 

添付資料－７ 福島第一原子力発電所第１号機原子炉建屋カバー解体について 

添付資料－８ 福島第一原子力発電所第１・２号機原子炉建屋作業エリア整備に伴う干渉物解体撤去に

ついて 

添付資料－９ 福島第一原子力発電所第２号機原子炉建屋西側外壁の開口設置について 

添付資料－１０ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロアのガレキの撤去に

ついて 

添付資料－１０－１ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロア北側のガレ

キの撤去について 

添付資料－１０－２ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロア中央および

南側のガレキの一部撤去について 

添付資料－１０－３ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロア外周鉄骨の

一部撤去について 

添付資料－１０－４ 福島第一原子力発電所１号機原子炉建屋オペレーティングフロア床上のガレ

キの一部撤去について 

添付資料－１１ 福島第一原子力発電所 1号機及び 2号機非常用ガス処理系配管の一部撤去に 

ついて 

 

※1（２号機,３号機及び４号機を除く）及び※2（３号機及び４号機を除く）の説明書については，現地

工事開始前までに報告を行い，確認を受けることとする。 

2号機燃料取扱設備設置に伴い

記載変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2号機燃料取扱設備設置に伴い

記載変更 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書 

 

1. 4 号機燃料取り扱いに関する概要 

1.1. 概要 

燃料取扱設備は，燃料取扱機及びクレーンで構成し，新燃料及び使用済燃料を使用済燃料貯蔵プー

ルから取り出し，燃料取り出し用カバーから搬出するまでの取り扱いを行うものである。 

なお，燃料の搬出には構内用輸送容器を使用する。 

また，燃料取扱機は燃料集合体を 1 体ずつ取り扱う構造とすることにより，燃料の臨界を防止で

きる設計とし，燃料集合体の構内用輸送容器への収容操作が使用済燃料の遮へいに必要な水深を確

保した状態で，水中で行うことができる設計とする。 

 

（中略） 

 

1.3. 4 号機 燃料取扱設備の未臨界性 

 

（中略） 

 

電磁ブレーキは，電源断時にバネによりブレーキがかかり保持できる機構を持っている。 

 

（中略） 

 

電動油圧押上機ブレーキは，電源断時にブレーキばねによりブレーキがかかり保持できる機構を

持っている。 

 

（中略） 

 

2 ３号機燃料取り扱いに関する概要 

2.1 概要 

燃料取扱設備は，燃料取扱機及びクレーンで構成し，新燃料及び使用済燃料を使用済燃料貯蔵プー

ルから取り出し，燃料取り出し用カバーから搬出するまでの取り扱いを行うものである。 

なお，燃料の搬出には構内用輸送容器を使用する。 

また，燃料取扱機は燃料集合体を 1 体ずつ取り扱う構造とすることにより，燃料の臨界を防止で

きる設計とし，燃料集合体の構内用輸送容器への収容操作が燃料の遮へいに必要な水深を確保した

状態で，水中で行うことができる設計とする。 

 

（中略） 

 

 

 

 

燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書 

 

1. 4 号機燃料取り扱いに関する概要 

1.1. 概要 

燃料取扱設備は，燃料取扱機及びクレーンで構成し，新燃料及び使用済燃料を使用済燃料貯蔵プールか

ら取り出し，燃料取り出し用カバーから搬出するまでの取り扱いを行うものである。 

なお，燃料の搬出には構内用輸送容器を使用する。 

また，燃料取扱機は燃料集合体を 1体ずつ取り扱う構造とすることにより，燃料の臨界を防止できる設

計とし，燃料集合体の構内用輸送容器への収容操作が使用済燃料の遮蔽に必要な水深を確保した状態で，

水中で行うことができる設計とする。 

 

（中略） 

 

1.3. 4 号機 燃料取扱設備の未臨界性 

 

（中略） 

 

電磁ブレーキは，電源断時にバネによりブレーキがかかり保持できる機構を有している。 

 

（中略） 

 

電動油圧押上機ブレーキは，電源断時にブレーキばねによりブレーキがかかり保持できる機構を有して

いる。 

 

（中略） 

 

2 ３号機燃料取り扱いに関する概要 

2.1 概要 

燃料取扱設備は，燃料取扱機及びクレーンで構成し，新燃料及び使用済燃料を使用済燃料貯蔵プールか

ら取り出し，燃料取り出し用カバーから搬出するまでの取り扱いを行うものである。 

なお，燃料の搬出には構内用輸送容器を使用する。 

また，燃料取扱機は燃料集合体を 1体ずつ取り扱う構造とすることにより，燃料の臨界を防止できる設

計とし，燃料集合体の構内用輸送容器への収容操作が燃料の遮蔽に必要な水深を確保した状態で，水中で

行うことができる設計とする。 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

2.3 ３号機 燃料取扱設備の未臨界性 

 

（中略） 

 

燃料取扱機の電磁ブレーキは，電源断時にバネによりブレーキがかかり保持できる機構を持って

いる。 

 

（中略） 

 

クレーンの電動油圧押上機ブレーキは，電源断時にブレーキばねによりブレーキがかかり保持で

きる機構を持っている。 

 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3 ３号機 燃料取扱設備の未臨界性 

 

（中略） 

 

燃料取扱機の電磁ブレーキは，電源断時にバネによりブレーキがかかり保持できる機構を有している。 

 

 

（中略） 

 

クレーンの電動油圧押上機ブレーキは，電源断時にブレーキばねによりブレーキがかかり保持できる機

構を有している。 

 

（中略） 

 

3 ２号機燃料取り扱いに関する概要 

3.1 概要 

燃料取扱設備は，燃料取扱機及びクレーンで構成し，新燃料及び使用済燃料を使用済燃料プールから取

り出し，燃料取り出し用構台から搬出するまでの取り扱いを行うものである。 

なお，燃料の搬出には構内用輸送容器を使用する。 

また，燃料取扱機は燃料集合体を１体ずつ取り扱う構造とすることにより，燃料の臨界を防止できる設

計とし，燃料集合体の構内用輸送容器への収容操作が燃料の遮蔽に必要な水深を確保した状態で，水中で

行うことができる設計とする。 

さらに，燃料取扱設備は地震荷重等の適切な組み合わせを考慮しても強度上耐え得る設計とするととも

に，燃料取扱機は二重のワイヤロープや種々のインターロック等を設け，クレーンの主要要素は種々の二

重化を行うこと等により，移送操作中の燃料集合体の落下を防止する設計とする。 

また，燃料取扱設備はその機能の健全性を確認するため，定期的に試験及び検査を行う。 

燃料取り扱いに使用する燃料取扱機及びクレーンの概要を以下に示す。 

 

(1) ２号機 燃料取扱機 

燃料取扱機は，低床ジブクレーンとし，原子炉建屋オペレーティングフロア，燃料取り出し用構台間を

水平に移動する走行台車とその上に設置する旋回体で構成する。 

旋回体には 1体の燃料集合体をつかむ燃料把握機があり，燃料集合体を使用済燃料プール内の適切な位

置に移動することができる。 

燃料把握機のフックは空気圧作動式であり，燃料集合体をつかんだ状態で空気圧源を喪失しても，フッ

クが開とならないようにする機械的機構を有しているため，燃料集合体を確実に保持できる。また，燃料

把握機は二重のワイヤロープで保持する構造である。 

燃料取扱機には，運転員の誤操作を防止するため，走行，伸縮，起伏，旋回，昇降のそれぞれ操作につ

いて 2段階の動作が必要なスイッチを設けるとともに，走行，伸縮，起伏，旋回，昇降を安全かつ確実に

行うため各装置にインターロックを設ける。さらに，荷重計（ロードセル）を設け遠隔操作を行う運転員

が荷重を確認できる設計とし，仮に過荷重となった場合にはインターロックにより上昇を阻止する設計と

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する。 

また，燃料集合体の移送作業中における地震時においても転倒・落下することがない構造であり，燃料

取扱機操作時は走行台車をランウェイガーダに固定する設計とする。 

なお，燃料取扱機は崩壊熱により燃料が溶融しないよう，燃料を使用済燃料プール水中で取り扱う設計

とする。 

 

(2) ２号機 クレーン 

クレーンは，低床ジブクレーンとし，原子炉建屋オペレーティングフロア及び燃料取り出し用構台内で

構内用輸送容器の移送を行うものである。  

本クレーンは，構内用輸送容器の移送作業中における地震時においても転倒・落下することがない構造

であり，構内用輸送容器の移送中において駆動源が喪失しても当該容器を確実に保持できる。 

また，重量物を移送する垂直吊具は二重のワイヤロープで保持する構造である。 

垂直吊具には構内用輸送容器トラニオン等が当該垂直吊具から外れることを防止するための装置を設

ける。 

さらに，重量物を吊った状態で使用済燃料貯蔵ラック上を通過できないようインターロックを設ける。 

クレーンには，運転員の誤操作を防止するため，走行，伸縮，起伏，旋回，昇降のそれぞれの操作につ

いて２段階の動作が必要なスイッチを設ける。さらに，荷重計（ロードセル）を設け運転員が荷重を確認

できる設計とし，仮に過荷重となった場合にはインターロックにより上昇を阻止する設計とする。 

また，重量物の移送作業中における地震時においても転倒・落下することがない構造であり，クレーン

操作時は走行台車をランウェイガーダに固定する設計とする。 

 

3.2 ２号機 燃料落下防止対策 

燃料取り扱いに使用する燃料取扱機及びクレーンは，以下に示す落下防止対策により燃料集合体を安全

かつ確実に取り扱うことができる設計とする。 

燃料集合体の落下防止対策を表 3.2-1 に示す。 

表 3.2-1 燃料集合体の落下防止対策 

機器名称 落下防止対策 

燃料取扱機 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 燃料把握機は空気圧源喪失時にフックが開かない構造 

(3) 燃料把握機の機械的インターロック 

(4) 燃料把握機の過荷重時に上昇を阻止するインターロック 

(5) 燃料把握機は二重のワイヤロープで保持する構造 

クレーン 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 垂直吊具は二重のワイヤロープで保持する構造 

(3) 垂直吊具は外れ止め装置を有する構造 

 

          

3.3 ２号機 燃料取扱設備の未臨界性 

燃料取扱機は，燃料集合体を 1体ずつ取り扱う構造とすることにより，燃料の未臨界性を確保する。 

また，クレーンは，燃料集合体の搬出にあたって，燃料の未臨界性について評価されている構内用輸送

容器に燃料集合体を収納して取り扱う。 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記の落下防止対策の概要を次紙以降に示す 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 落下防止対策 

燃料取扱機 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 燃料把握機は空気圧源喪失時にフックが開かない構造 

(3) 燃料把握機の機械的インターロック 

(4) 燃料把握機の過荷重時に上昇を阻止するインターロック 

(5) 燃料把握機は二重のワイヤロープで保持する構造 

クレーン 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 垂直吊具は二重のワイヤロープで保持する構造 

(3) 垂直吊具は外れ止め装置を有する構造 

 

燃料取扱機及びクレーンの巻上装置のブレーキは，駆動源喪失時にバネによりブレーキがかかり保持で

きるスプリングリターン機能を有している。 

 

○スプリングリターン式ブレーキの動作原理 

スプリングリターン式ブレーキは，スプリング力によってピストンをブレーキライニングに押しつけて

巻上装置の回転を制動する。油圧シリンダが加圧されると，ピストンがスプリングの力に逆らってブレー

キを解放する。 

巻上装置を停止させると，再び油圧シリンダが減圧され，スプリング力によってピストンをブレーキラ

イニングに押しつけて巻上装置の回転を制動する。 

スプリングリターン式ブレーキは，燃料取扱機及びクレーンの巻上装置に使用されている。 

以下にブレーキ制動時と，ブレーキ解放時の模式図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ブレーキライニング 

ピストン 

スプリング 

加圧 減圧 

ブレーキ解放時 ブレーキ制動時 

駆動軸 

ブレーキライニング 

ピストン 

スプリング 
駆動軸 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 落下防止対策 

燃料取扱機 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 燃料把握機は空気圧源喪失時にフックが開かない構造 

(3) 燃料把握機の機械的インターロック 

(4) 燃料把握機の過荷重時に上昇を阻止するインターロック 

(5) 燃料把握機は二重のワイヤロープで保持する構造 

クレーン 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 垂直吊具は二重のワイヤロープで保持する構造 

(3) 垂直吊具は外れ止め装置を有する構造 

 

燃料把握機は，フックの駆動に用いる空気圧源が喪失しても，ラッチ機構によりフックが開かないよう

な設計としている。 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シリンダ 

（シリンダにより空気圧を供給し，フックを開閉する） 

ラッチ機構 

（ラッチ機構によりフックを固定する） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 落下防止対策 

燃料取扱機 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 燃料把握機は空気圧源喪失時にフックが開かない構造 

(3) 燃料把握機の機械的インターロック 

(4) 燃料把握機の過荷重時に上昇を阻止するインターロック 

(5) 燃料把握機は二重のワイヤロープで保持する構造 

クレーン 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 垂直吊具は二重のワイヤロープで保持する構造 

(3) 垂直吊具は外れ止め装置を有する構造 

 

燃料集合体を吊った状態においては，燃料把握機はラッチ機構により固定されフックを開くことができ

ない。また，燃料着座時には燃料集合体荷重がフックに負荷されなくなることで，フックが押し上がり，

ラッチ機構が外れる機械的インターロックを備えている。 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.フック開 下降～着座 

フックが開状態にて，燃料集

合体へ下降，着座。 

3.フック閉～上昇 

空気圧駆動にてフックが閉じ

た後，燃料集合体を吊上げ。

ラッチ機構がフックを固定。 

2.着座～ラッチ機構解除  
燃料集合体に着座後，ラッチ

機構解除。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 落下防止対策 

燃料取扱機 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 燃料把握機は空気圧源喪失時にフックが開かない構造 

(3) 燃料把握機の機械的インターロック 

(4) 燃料把握機の過荷重時に上昇を阻止するインターロック 

(5) 燃料把握機は二重のワイヤロープで保持する構造 

クレーン 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 垂直吊具は二重のワイヤロープで保持する構造 

(3) 垂直吊具は外れ止め装置を有する構造 

 

燃料把握機のワイヤロープに必要以上の張力が加わらないように，必要以上の荷重を検出した場合に，

燃料把握機を上昇することができないインターロックを備えている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 落下防止対策 

燃料取扱機 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 燃料把握機は空気圧源喪失時にフックが開かない構造 

(3) 燃料把握機の機械的インターロック 

(4) 燃料把握機の過荷重時に上昇を阻止するインターロック 

(5) 燃料把握機は二重のワイヤロープで保持する構造 

クレーン 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 垂直吊具は二重のワイヤロープで保持する構造 

(3) 垂直吊具は外れ止め装置を有する構造 

 

燃料取扱機及びクレーンの巻上装置は，ワイヤロープを二重化し，万一ワイヤロープが 1本切断したと

しても落下を防止できる設計としている。 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

燃料取扱機 

クレーン 

ワイヤロープ（二重） 

ワイヤロープ（二重） 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機器名称 落下防止対策 

燃料取扱機 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 燃料把握機は空気圧源喪失時にフックが開かない構造 

(3) 燃料把握機の機械的インターロック 

(4) 燃料把握機の過荷重時に上昇を阻止するインターロック 

(5) 燃料把握機は二重のワイヤロープで保持する構造 

クレーン 

(1) 巻上装置は駆動源喪失時にブレーキで保持する構造 

(2) 垂直吊具は二重のワイヤロープで保持する構造 

(3) 垂直吊具は外れ止め装置を有する構造 

 

垂直吊具は，構内用輸送容器トラニオンから垂直吊具のアームが外れることを防止する外れ止め装置を

有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

3. 別添 

別添－１ ４号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項 

別添－２ ３号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項 

 

 

（中略） 

 

４号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項 

 

４号機燃料取扱設備の機能に係る主要な確認事項を表－１及び表－２に示す。 

 

表－１ ４号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項（燃料取扱機） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

落下防止 機能確認 
単一故障において燃料集合体を落

下させないことを確認する。 

動力源が喪失した場合においても

燃料集合体を保持し続ける構造で

あること。 

動力源断時に電磁ブレーキで保持

する構造であること。 

空気喪失時にフックが開かない構

造であること。 

ラッチ機構により固定されフック

を開くことができない構造である

こと。 

過荷重時に上昇を阻止すること。 

二重のワイヤロープで保持する構

造であること。 

臨界防止 機能確認 
燃料集合体取り扱い時の臨界防止

機能について確認する。 

燃料集合体を１体ずつ取り扱う構

造であること。 

遮へい 機能確認 
燃料集合体取り扱い時の遮へい機

能について確認する。 

遮へい水深を確保した状態で取り

扱えること。 

性能 機能確認 容量確認 
容量及び所定の動作について確認

する。 

実施計画通りの荷重が吊り上げ可

能なこと。 

横行，走行，巻き上げ，巻き下げ

が可能なこと。 

 

4 別添 

別添－１ ４号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項 

別添－２ ３号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項 

別添－３ ２号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項 

 

（中略） 

 

４号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項 

 

４号機燃料取扱設備の機能に係る主要な確認事項を表－１及び表－２に示す。 

 

表－１ ４号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項（燃料取扱機） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

落下防止 機能確認 
単一故障において燃料集合体を落下

させないことを確認する。 

動力源が喪失した場合においても燃

料集合体を保持し続ける構造である

こと。 

動力源断時に電磁ブレーキで保持す

る構造であること。 

空気喪失時にフックが開かない構造

であること。 

ラッチ機構により固定されフックを

開くことができない構造であるこ

と。 

過荷重時に上昇を阻止すること。 

二重のワイヤロープで保持する構造

であること。 

臨界防止 機能確認 
燃料集合体取り扱い時の臨界防止機

能について確認する。 

燃料集合体を１体ずつ取り扱う構造

であること。 

遮蔽 機能確認 
燃料集合体取り扱い時の遮蔽機能に

ついて確認する。 

遮蔽水深を確保した状態で取り扱え

ること。 

性能 機能確認 容量確認 
容量及び所定の動作について確認す

る。 

実施計画通りの荷重が吊り上げ可能

なこと。 

横行，走行，巻き上げ，巻き下げが

可能なこと。 

 

記載の適正化 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（中略） 

 

添付資料－１－１ 別添－２ 

 

３号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項 

 

３号機燃料取扱設備の機能に係る主要な確認事項を表－１及び表－２に示す。 

 

表－１ ３号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項（燃料取扱機） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

落下防止 機能確認 
単一故障において燃料集合体を落

下させないことを確認する。 

動力源が喪失した場合においても

燃料集合体を保持し続ける構造で

あること。 

動力源断時に電磁ブレーキで保持

する構造であること。 

駆動水圧喪失時にフックが開かな

い構造であること。 

ラッチ機構により固定されフック

を開くことができない構造である

こと。 

過荷重時に上昇を阻止すること。 

二重のワイヤロープで保持する構

造であること。 

臨界防止 機能確認 
燃料集合体取り扱い時の臨界防止

機能について確認する。 

燃料集合体を１体ずつ取り扱う構

造であること。 

遮へい 機能確認 
燃料集合体取り扱い時の遮へい機

能について確認する。 

遮へい水深を確保した状態で取り

扱えること。 

性能 機能確認 容量確認 
容量及び所定の動作について確認

する。 

実施計画通りの荷重が吊り上げ可

能なこと。 

横行，走行，巻き上げ，巻き下げ

が可能なこと。 

 

 

 

 

（中略） 

 

添付資料－１－１ 別添－２ 

 

３号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項 

 

３号機燃料取扱設備の機能に係る主要な確認事項を表－１及び表－２に示す。 

 

表－１ ３号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項（燃料取扱機） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 

落下防止 機能確認 
単一故障において燃料集合体を落下

させないことを確認する。 

動力源が喪失した場合においても燃

料集合体を保持し続ける構造である

こと。 

動力源断時に電磁ブレーキで保持す

る構造であること。 

駆動水圧喪失時にフックが開かない

構造であること。 

ラッチ機構により固定されフックを

開くことができない構造であるこ

と。 

過荷重時に上昇を阻止すること。 

二重のワイヤロープで保持する構造

であること。 

臨界防止 機能確認 
燃料集合体取り扱い時の臨界防止機

能について確認する。 

燃料集合体を１体ずつ取り扱う構造

であること。 

遮蔽 機能確認 
燃料集合体取り扱い時の遮蔽機能に

ついて確認する。 

遮蔽水深を確保した状態で取り扱え

ること。 

性能 機能確認 容量確認 
容量及び所定の動作について確認す

る。 

実施計画通りの荷重が吊り上げ可能

なこと。 

横行，走行，巻き上げ，巻き下げが

可能なこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－１－１ 別添－３ 

 

２号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項 

 

 ２号機燃料取扱設備の機能に係る主要な確認事項を表－１及び表－２に示す。また，燃料取扱設備，燃

料把握機，垂直吊具の外形図を図－１，図－２及び図―３に示す。 

 

表－１ ２号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項（燃料取扱機） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 
検査 

場所 

落下防止 機能確認 

単一故障において燃料

集合体を落下させない

ことを確認する。 

動力源が喪失した場合においても定格

容量を保持し続ける構造であること。 

動力源断時にスプリングリターン式ブ

レーキで保持する構造であること。 

工場 

駆動空気圧喪失時にフックが開かない

構造であること。 
工場 

ラッチ機構により固定されフックを開

くことができない構造であること。 
工場 

過荷重時に上昇を阻止すること。 工場 

二重のワイヤロープで保持する構造で

あること。 
工場 

臨界防止 機能確認 

燃料集合体取り扱い時

の臨界防止機能につい

て確認する。 

燃料集合体を１体ずつ取り扱う構造で

あること。 
工場 

遮蔽 機能確認 

燃料集合体取り扱い時

の遮蔽機能について確

認する。 

遮蔽水深を確保した状態で取り扱える

こと。 
現地 

性能 機能確認 容量確認 容量について確認する。 
実施計画通りの荷重が吊り上げ可能な

こと。 
工場 

性能 性能確認 動作確認 
所定の動作について確

認する。 

燃料集合体を取扱う状態で伸縮，起伏，

旋回，昇降が可能なこと。 
現地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－２ ２号機燃料取扱設備の機能に係る確認事項（クレーン） 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 
検査 

場所 

落下防止 機能確認 

単一故障において構

内用輸送容器を落下

させないことを確認

する。 

動力源が喪失した場合においても定格容

量を保持し続ける構造であること。 

動力源断時にスプリングリターン式ブレ

ーキで保持する構造であること。 

工場 

構内用輸送容器を取扱う状態で使用済燃

料貯蔵ラック上を通過させない機能を有

すること。 

現地 

二重のワイヤロープで保持する構造であ

ること。 
工場 

垂直吊具は外れ止め装置を有する構造で

あること。 
工場 

性能 機能確認 容量確認 
容量について確認す

る。 

実施計画通りの荷重が吊り上げ可能なこ

と。 
工場 

性能 性能確認 動作確認 
所定の動作について

確認する。 

構内用輸送容器を取扱う状態で旋回，昇

降が可能なこと。 
現地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料 1-1 燃料の落下防止，臨界防止に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

1 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－１－３ 

 

燃料の健全性確認及び取り扱いに関する説明書 

 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.3. 破損燃料を使用済燃料共用プールへ受け入れた場合の放射線被ばく影響 

 

（中略） 

 

6.3.1. 液相 

 

（中略） 

 

6.3.2. 気相 

 

（中略） 

 

 

 

 

添付資料－１－３ 

 

燃料の健全性確認及び取り扱いに関する説明書 

 

（中略） 

 

6.3. ２号機における燃料の取り扱い 

6.3.1. 燃料取り出し手順の概要 

燃料取り扱いに支障となる干渉物を撤去した後，燃料取扱機を用いて燃料の取り出しを行う。燃料集

合体は構内用輸送容器に収納し，使用済燃料共用プールへ搬出する。なお，燃料取扱機を用いて燃料の

取り出しを行うにあたっては，実施体制を確立し，事前にトレーニングを行った上で対応する。 

２号機における燃料取扱機の操作は，原則として遠隔操作室から遠隔操作にて行う。 

 

6.3.2. 震災以前から存在する漏えい燃料等について 

２号機ＳＦＰには，表６－４に示すとおり，運転中に漏えいした燃料や，過去の取り扱い中に部材の

一部に変形等を生じた燃料が存在する。これらの燃料は，他の燃料と同様に震災以前は燃料取り扱い機

を用いて取り扱いを行っており，他の燃料と比べて取り扱い上の相違は無い。 

一方，運転中に漏えいした燃料は，被覆管の密封性が失われているため，燃料被覆管の破損を考慮し

た構内用輸送容器に収納する。 

 ワイヤ修復燃料は，外観点検等により被覆管の密封性には影響ないことが確認されているが，吊り

上げ時の荷重を負担するステンレス製ワイヤが海水注水の影響を受けている可能性があるため，取り

扱いについては，今後本実施計画に記載した上で取り扱うこととする。 

 

6.4. 破損燃料を使用済燃料共用プールへ受け入れた場合の放射線被ばく影響 

 

（中略） 

 

6.4.1. 液相 

 

（中略） 

 

6.4.2. 気相 

 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２号機燃料取り扱いに係る新

規記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記載の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

21



 

 

福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

2 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（以下，省略） 

表６－４ ２号機ＳＦＰに震災以前から存在する漏えい燃料等 

状態 数量 概要 

漏えい燃料 １体 シッピング検査により漏えいを確認 

下部タイプレート

変形燃料 
１体 

下部タイプレート側面の部材（フィンガースプリン

グ）が変形した状態 

ワイヤ修復燃料 １体 

結合燃料棒（８本）の下部端栓の折損により吊り上げ

不可となったため、ワイヤで燃料を一体化して修復

している状態 

 

（以下，省略） 

２号機燃料取り扱いに係る新

規記載 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－３－３ 

 

移送操作中の燃料集合体の落下 

 

1. 原因 

 第３号機及び第４号機使用済燃料プール内における燃料の移送操作中に，何らかの原因で燃料集合体

が落下して破損し，放射性物質が環境に放出される。 

 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－３－３ 

 

移送操作中の燃料集合体の落下 

 

1. 原因 

 福島第一２～４号機使用済燃料プール内における燃料の移送操作中に，何らかの原因で燃料集合体が

落下して破損し，放射性物質が環境に放出される。 

 

（中略） 

 

5. 第２号機核分裂生成物の放出量及び線量の評価 

5.1. 核分裂生成物の放出量 

(1) 破損燃料棒の評価 

本事故時に破損する燃料棒の本数は，次の仮定に基づいて評価する。 

a. 燃料取り出し作業に際し，使用済燃料貯蔵ラックの上部で取扱中の燃料集合体 1 体が使用済

燃料貯蔵ラックに落下するものと仮定する。 

b. 落下による燃料集合体の破損体数は，炉心での落下を想定した設置許可申請書の評価と同様

の 2.3 体とする。 

なお，炉心での落下高さ 10m に対し，使用済燃料プールでの落下高さは使用済燃料貯蔵ラック

への落下及び構内用輸送容器への落下共に 2m 以下であり，装荷・貯蔵されている燃料集合体の

配置密度も炉心と比較して使用済燃料プール及び構内用輸送容器の方が低いため，使用済燃料

プールでの落下を想定した場合の破損体数が，炉心での落下を想定した場合の破損体数を上回

ることはない。 

(2) 評価条件 

事故時の核分裂生成物の移行と放出量の評価は，次の仮定に基づいて行う。 

a. 燃料ギャップ内の核分裂生成物の量は，原子炉熱出力 2483MW（定格出力の約 105%）で 2000 日

運転を行った 9×9燃料集合体について行う。 

b. 燃料集合体の冷却期間は 365 日とする。 

c. 破損した燃料棒のギャップ内核分裂生成物の全量が水中に放出されるものとする。破損した

燃料棒のギャップ内核分裂生成物の存在量については，半減期の長い核種の放出が支配的であ

ることを考えて，破損した燃料棒内の全蓄積量に対して希ガス(Kr-85)及びよう素（I-129）それ

ぞれ 30％とする。 

d. 放出された希ガスは，全量が水中から原子炉建屋および燃料取り出し用構台の大気中へ移行

するものとする。 

e. 燃料取り出し作業開始時には，燃料及び冷却材温度は低下しているので，放出されたよう素

のうち 1％は有機状とし，すべて原子炉建屋および燃料取り出し用構台内に移行するものとす

る。 

f. 水中へ放出された無機よう素の水中での除染係数は 500 とする。 

 (3) 評価結果 

上記の評価条件に基づいて計算した核分裂生成物の大気中への放出量は表 5.1 の通りである。 

表 5.1 核分裂生成物の大気中への放出量 

核分裂生成物 放出量 

希ガス(γ線実効エネルギ 0.5MeV 換算値) 

大気放出量 
約 5.0×1011Bq 

よう素(I-131 等価量(小児実効))大気放出量 約 3.4×106Bq 

よう素(I-131 等価量(成人実効))大気放出量 約 1.3×107Bq 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5.2. 線量当量の評価 

(1) 評価の前提 

大気中へ放出される核分裂生成物は，地上放出されるものとし，これによる実効線量の計算は，

次の仮定に基づいて行う。 

a. 敷地境界外の地表空気中濃度は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解析に使用する気

象条件」に記述される相対濃度に核分裂生成物の全放出量を乗じて求める。なお，相対濃度（χ

／Ｑ）は保守的な評価となる設置許可申請書記載の２号機の主蒸気管破断（地上放出）の値 2.0

×10-5s/m3を適用する。 

b. 敷地境界外の希ガスによるγ線空気吸収線量は，設置許可申請書添付書類六の「5.5 安全解

析に使用する気象条件」に記述される相対線量に希ガスの全放出量を乗じて求める。なお，相対

線量（Ｄ／Ｑ）は保守的な評価となる設置許可申請書記載の２号機の主蒸気管破断（地上放出）

の値 2.4×10-19Gy/Bq を適用する。 

(2) 評価方法 

設置許可申請書添付書類十の「3.4.3 燃料集合体の落下」ならびに「4.1.1 原子炉冷却材喪失」

と同様の方法で評価する。 

敷地境界外における実効線量は，次に述べる内部被ばくによる実効線量及び外部被ばくによる

実効線量の和として計算する。 

よう素の内部被ばくによる実効線量ＨI（Sv）は，(5.2-1)式で計算する。 

ＨI＝Ｒ・Ｈ∞・χ／Ｑ・ＱI･････････････････････････････（5.2-1） 

ここで， 

Ｒ  ：呼吸率（m3/s） 

「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」の活動中の呼吸

率を秒当たりに換算して用いる。 

（小児：0.31m3/h，成人：1.2m3/h） 

Ｈ∞    ：よう素（I-131）を 1Bq 吸入した場合の実効線量 

（小児：1.6×10-7Sv/Bq，成人：2.0×10-8Sv/Bq） 

χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

ＱI  ：よう素の大気放出量（Bq）（I-131 等価量） 

希ガスのγ線外部被ばくによる実効線量Ｈγ（Sv）は，(5.2-2)式で計算する。 

Ｈγ＝Ｋ・Ｄ／Ｑ・Ｑγ･････････････････････････････････（5.2-2） 

ここで， 

Ｋ  ：空気吸収線量から実効線量への換算係数（1Sv/Gy） 

Ｄ／Ｑ ：相対線量（Gy/Bq） 

Ｑγ  ：希ガスの大気放出量（Bq）（γ線実効エネルギー0.5MeV 換算値） 

また，希ガスのβ線外部被ばくによる実効線量Ｈβ（Sv）は，(5.2-3)式で計算する。 

Ｈβ＝6.2×10-14・χ／Ｑ・Ｑβ・Ｅβ・ＷＴＳ･･････････････（5.2-3） 

ここで， 

   χ／Ｑ ：相対濃度（s/m3） 

   Ｑβ         ：希ガスの大気放出量（Bq） 

   Ｅβ ：β線実効エネルギー「被ばく計算に用いる放射線エネルギー等について」

を用いる。（0.251MeV Kr-85 実効エネルギー） 

   ＷＴＳ ：皮膚の組織荷重係数は ICRP Publ.60 の値を用いる。（0.01） 

 

(3) 評価結果 

上記の評価前提及び方法に基づき敷地境界外の実効線量を評価した結果は表5.2の通りである。 

表 5.2 燃料集合体の落下時の実効線量 

実効線量（小児） 実効線量（成人） 

約 4.8×10-4mSv 約 4.8×10-4mSv 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 使用済燃料プールからの燃料取り出し設備） 

 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 上記の値から判断して，本事象による周辺の公衆に与える放射線被ばくのリスクは十分に小さ

いものと考えられる。 

 

今回評価した実効線量は設置許可申請書での評価（6.4×10-2mSv）と比較して 2桁以上減少して

いるが，その原因は，設置許可申請書の評価で排気筒放出であったものが，今回地上放出として

評価することによる実効線量の上昇要因があるものの，冷却が進んだことによる希ガス及びよう

素の減少効果がそれ以上に大きいことである。 

 

5.3.  判断基準への適合性の検討 

5.1，5.2 に示した通り，周辺公衆に対し，著しい放射線被ばくのリスクを与えることはない。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

添付資料－４－１ 

 

燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書 

 

1. 本説明書の記載範囲 

本説明書は，３号機及び４号機燃料取扱設備の構造強度及び耐震性について記載するものである。 

 

 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付資料－４－１ 

 

燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書 

 

1 本説明書の記載範囲 

本説明書は，２号機，３号機及び４号機燃料取扱設備の構造強度及び耐震性について記載するもので

ある。 

 

（中略） 

 

4 ２号機燃料取扱設備の構造強度及び耐震性について 

4.1 概要 

4.1.1 一般事項 

２号機燃料取扱設備は，燃料取扱機とクレーンを有し，それぞれについて構造強度及び耐震性につい

て検討を行う。燃料取扱設備は原子炉建屋オペレーティングフロアと燃料取り出し用構台にわたり設置

するランウェイガーダ上に設置される。 

燃料取扱機の構造強度及び耐震性は，検討に用いる地震動として基準地震動 Ss に対する地震応答解

析を実施し，燃料取扱機が使用済燃料プール及び使用済燃料貯蔵ラックに波及的影響を及ぼさないこと

を確認する。ここで，波及的影響の確認は燃料取扱機が落下に至らないことを確認する。 

クレーンの構造強度及び耐震性は，検討に用いる地震動として弾性設計用地震動 Sd に対する地震応

答解析を実施し，クレーンが使用済燃料プール及び使用済燃料貯蔵ラックに波及的影響を及ぼさないこ

とを確認する。ここで，波及的影響の確認はクレーンが落下に至らないことを確認する。 

弾性設計用地震動 Sd は，基準地震動 Ssの１／２として評価する。 

なお，キャスクの縦揺れについては，キャスクの荷重に対して，クレーンのワイヤロープが切断しな

い（キャスクが落下しない）ことを確認している。また，キャスクの横揺れについては，クレーンの水

平方向固有周期と比較し，ワイヤロープで吊り下げられたキャスクの固有周期は十分に長いことから，

クレーン自体の振動には影響されないことを確認している。 

 

燃料取扱設備の検討は，下記に準拠して行う。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601・補-1984） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601-1987） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 追補版（JEAG4601-2008） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（JSME S NC1-2005） 

(5) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2007 年追補版)（JSME S NC1-2007） 
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変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.2 燃料取扱機 

燃料取扱機は，ランウェイガーダ上に設置される。燃料取扱機は低床ジブクレーンとし，南北方向に

走行する走行台車とその上に設置する旋回体で構成される。燃料取扱機の概要を図 4.1.2-1 に示す。 

燃料取扱機のブームは起伏角度 0°の状態で旋回輪中心からみて 6800mm から 16100mm の範囲で伸縮

し，ブーム長さ 6800mm に収縮した状態で 0°から 40°の範囲で起伏する。ブームは旋回体内のブーム

根元支持ピンにて支持される。旋回体と走行台車は旋回輪軸受取付ボルトによって支持される。また，

燃料取り扱い作業時，ランウェイガーダにアウトリガーピンを挿入し，走行方向，鉛直方向の荷重を支

持する。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.3 クレーン 

クレーンは，ランウェイガーダ上に設置される。クレーンは低床ジブクレーンとし，南北方向に走行

する走行台車とその上に設置する旋回体で構成される。クレーンの概要を図 4.1.3-1 に示す。 

クレーンは原子炉建屋内ではブーム起伏角度 24°，作業半径 12600mm の状態にて揚重作業を行う。ブ

ームは旋回体内のブーム根元支持ピンにて支持される。旋回体と走行台車は旋回輪軸受取付ボルトによ

って支持される。また，キャスク取り扱い作業時，ランウェイガーダにアウトリガーピンを挿入し，走

行方向，鉛直方向の荷重を支持する。 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.2 燃料取扱機の構造強度及び耐震性について 

(1) 検討方針 

燃料取扱機について，地震応答解析を実施し，応力評価を行う。  

1) 使用材料及び許容応力 

燃料取扱機の許容応力を表 4.2-1 に示す。温度は運転エリアの環境温度 40℃とする。許容応力は，

JEAG 4601・補-1984 に従う。 

 

表 4.2-1 許容応力 

部位 使用材料 応力の種類 許容応力（MPa） 

ブーム WEL-TEN980RE 

引張 686 

せん断 396 

曲げ 686 

組合せ 686 

ブーム根元支持ピン SNB23-1 

せん断 460 

曲げ 1088 

組合せ 798 

旋回輪軸受取付ボルト 

（内側） 

SUS630 

引張 687 

せん断 529 

組合せ 687 

旋回輪軸受取付ボルト 

（外側） 

引張 687 

せん断 529 

組合せ 687 

走行台車 SM490B 

引張 343 

せん断 198 

圧縮 316 

曲げ 343 

組合せ 343 

アウトリガーピン SNB23-1 

せん断 460 

曲げ 1088 

組合せ 798 

 

2) 荷重及び荷重組合せ 

設計で考慮する荷重は死荷重及び地震荷重である。 

死荷重は吊り荷を含む燃料取扱機自身の質量による荷重である。 

地震荷重は基準地震動 Ssによる荷重であり，水平 2方向それぞれの地震荷重に鉛直方向地震荷重を

組合せ，いずれか厳しい方を耐震評価結果として採用する。具体的には以下の通りである。 

・ 死荷重，水平地震（ＥＷ方向）及び鉛直地震の組合せ 

・ 死荷重，水平地震（ＮＳ方向）及び鉛直地震の組合せ 

 

燃料取扱機質量※ 256,000 (kg) 

吊り荷質量 1,000 (kg) 

※クレーンを含む 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 燃料取扱機の地震応答解析 

燃料取扱機のうち，旋回体については地震応答解析モデルにより計算機コード「ANSYS」を用いたモ

ーダル解析による応答スペクトル解析により行う。走行台車については，解析から得られた旋回体か

らの反力を考慮し，応力評価式を用いて評価する。 

 

1) 設計震度 

旋回体への入力地震動は，基準地震動 Ss を入力したときのランウェイガーダの原子炉建屋側走行台

車停止位置の床応答スペクトルを用いる。床応答スペクトルを図 4.2-1 に示す。この床応答スペクト

ルは，走行台車各車輪位置で想定される床応答スペクトルを包絡したものである。 

走行台車は剛性が高いため，ランウェイガーダ上の最大応答加速度の 1.2 倍の加速度を用いて設計

震度を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 地震応答解析モデル 

解析モデルは，旋回輪軸受取付ボルトを取り合い点として，旋回体と走行台車に分割して評価す

る。旋回体の地震応答解析モデルを図 4.2-2 に示す。旋回体はビームとシェルでモデル化し，旋回輪

軸受取付ボルトを拘束点とする。走行台車は H型又は箱型断面を有するフレームにて構成し，旋回体

からの反力を考慮するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 燃料取扱機の構造強度評価結果 

燃料取扱機の応力評価結果を表 4.2-2 に示す。算出応力は許容応力以下であるので，燃料取扱機は

基準地震動 Ssに対して落下に至らないことを確認した。 

 

表 4.2-2 応力評価結果纏め 

（単位：MPa） 

部位 使用材料 応力の種類 算出応力 許容応力 

ブーム WEL-TEN980RE 

引張 132 686 

せん断 18 396 

曲げ 434 686 

組合せ 567 686 

ブーム根元支持ピン SNB23-1 

せん断 186 460 

曲げ 136 1088 

組合せ 350 798 

旋回輪軸受取付ボルト 

内側 

SUS630 

引張 183 687 

せん断 54 529 

組合せ 183 687 

外側 

引張 262 687 

せん断 65 529 

組合せ 262 687 

走行台車 SM490B 

引張 1 343 

せん断 13 198 

圧縮 1 316 

曲げ 45 343 

組合せ 52 343 

アウトリガーピン SNB23-1 

せん断 126 460 

曲げ 112 1088 

組合せ 246 798 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3 クレーンの構造強度及び耐震性について 

(1) 検討方針 

クレーンについて，地震応答解析を実施し，応力評価を行う。  

1) 使用材料及び許容応力 

クレーンの許容応力を表 4.3-1 に示す。温度は運転エリアの環境温度 40℃とする。許容応力は，

JEAG 4601・補-1984 に従う。 

 

表 4.3-1 許容応力 

部位 使用材料 応力の種類 許容応力（MPa） 

ブーム 
WELDOX1100E 

/STRENX1100E 

引張 875 

せん断 505 

曲げ 875 

組合せ 875 

ブーム根元支点ピン 42CrMoS4 

せん断 303 

曲げ 525 

組合せ 525 

旋回輪軸受取付ボルト SUS630 引張 687 

走行台車 SM490B 

引張 343 

せん断 198 

圧縮 316 

曲げ 343 

組合せ 343 

アウトリガーピン SNB23-1 

せん断 460 

曲げ 1088 

組合せ 798 

 

2) 荷重及び荷重組合せ 

設計で考慮する荷重は死荷重及び地震荷重である。 

死荷重は吊り荷を含むクレーン自身の質量による荷重である。 

地震荷重は弾性設計用地震動 Sd による荷重であり，水平 2方向それぞれの地震荷重に鉛直方向地震

荷重を組合せ，いずれか厳しい方を耐震評価結果として採用する。具体的には以下の通りである。 

・ 死荷重，水平地震（ＥＷ方向）及び鉛直地震の組合せ 

・ 死荷重，水平地震（ＮＳ方向）及び鉛直地震の組合せ 

 

クレーン質量※ 256,000 (kg) 

吊り荷質量 47,000 (kg) 

※燃料取扱機を含む 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) クレーンの地震応答解析 

クレーンのうち，旋回体については地震応答解析モデルにより計算機コード「ANSYS」を用いたモー

ダル解析による応答スペクトル解析により行う。走行台車については，解析から得られた旋回体から

の反力を考慮し，応力評価式を用いて評価する。 

 

1) 設計震度 

旋回体への入力地震動は，弾性設計用地震動 Sdを入力したときのランウェイガーダの原子炉建屋側

走行台車停止位置の床応答スペクトルを用いる。床応答スペクトルを図 4.3-1 に示す。この床応答ス

ペクトルは，走行台車各車輪位置で想定される床応答スペクトルを包絡したものである。 

走行台車は剛性が高いため，ランウェイガーダ上の最大応答加速度の 1.2 倍の加速度を用いて設計

震度を設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2) 地震応答解析モデル 

解析モデルは，旋回輪軸受取付ボルトを取り合い点として，旋回体と走行台車に分割して評価す

る。旋回体の地震応答解析モデルを図 4.3-2 に示す。旋回体はビームとシェルでモデル化し，旋回輪

軸受取付ボルトを拘束点とする。走行台車は H型又は箱型断面を有するフレームにて構成し，旋回体

からの反力を考慮するものとする。 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 別添 

別添－１ ４号機燃料取扱設備の耐震性に係る確認事項 

別添－２ ３号機燃料取扱設備の耐震性に係る確認事項 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) クレーンの構造強度評価結果 

クレーンの応力評価結果を表 4.3-2 に示す。算出応力は許容応力以下であるので，クレーンは弾性

設計用地震動 Sd に対して落下に至らないことを確認した。 

 

表 4.3-2 応力評価結果纏め 

（単位：MPa） 

部位 使用材料 応力の種類 算出応力 許容応力 

ブーム 
WELDOX1100E 

/STRENX1100E 

引張 101 875 

せん断 16 505 

曲げ 265 875 

組合せ 367 875 

ブーム根元支持ピン 42CrMoS4 

せん断 187 303 

曲げ 71 525 

組合せ 332 525 

旋回輪軸受取付ボルト SUS630 引張 580 687 

走行台車 SM490B 

引張 1 343 

せん断 36 198 

圧縮 1 316 

曲げ 211 343 

組合せ 221 343 

アウトリガーピン SNB23-1 

せん断 89 460 

曲げ 79 1088 

組合せ 174 798 

 

5 別添 

別添－１ ４号機燃料取扱設備の耐震性に係る確認事項 

別添－２ ３号機燃料取扱設備の耐震性に係る確認事項 

別添－３ ２号機燃料取扱設備の耐震性に係る確認事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い章番号見直し 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 

添付資料－４－１ 別添－３ 

 

２号機燃料取扱設備の耐震性に係る確認事項 

 

 ２号機燃料取扱設備の耐震性に係る主要な確認事項を表－１に示す。また，燃料取扱設備の外形図

を図－１に，燃料取扱設備主要部材一覧を表－２に示す。 

 

表－１ ２号機燃料取扱設備の耐震性に係る確認事項 

確認事項 確認項目 確認内容 判定基準 
検査 

場所 

構造強度・ 

耐震性 

材料確認 
実施計画に記載されている主要部材の

材質を確認する。 

表―２に記載の材料を使用してい

ること。 
工場 

構造確

認 

寸法確

認 

実施計画に記載されている主要寸法を

確認する。 

図－１に記載の寸法が許容範囲内

であること。 

工場 

現地
*) 

外観確

認 

組み立てた状態における外観を確認す

る。 
有意な欠陥がないこと。 工場 

据付確

認 

組み立てた状態における据付状態を確

認する。 

図－1の通りに施工・据付がなされ

ていること。 
工場 

*)レール間寸法のみ現地で確認する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（現行記載なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―２ 燃料取扱設備 主要部材一覧 

部位 使用材料 

燃料取扱機（旋回体） ブーム WEL-TEN980RE 

燃料取扱機（旋回体） ブーム根元支持ピン SNB23-1 

燃料取扱機（旋回体） 旋回輪軸受取付ボルト（内側） SUS630 

燃料取扱機（旋回体） 旋回輪軸受取付ボルト（外側） SUS630 

クレーン（旋回体） ブーム WELDOX1100E/STRENX1100E 

クレーン（旋回体） ブーム根元支持ピン 42CrMoS4 

クレーン（旋回体） 旋回輪軸受取付ボルト SUS630 

燃料取扱機／クレーン（走行台車部） 構造物フレーム SM490B(16＜t≦40) 

燃料取扱機／クレーン（走行台車部） アウトリガーピン SNB23-1 

キャスク固定治具 構造物フレーム SM490B(40＜t≦100) 

キャスク固定治具取付ボルト SNB23-1 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 号機燃料取扱設備設置に伴

い追記 
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福島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画変更比較表（第Ⅱ章 2.11 添付資料-4-1 燃料取扱設備の構造強度及び耐震性に関する説明書） 

 

変 更 前 変 更 後 変 更 理 由 

（中略） 

 

（現行記載なし） 

 

（中略） 

 

参考資料（４） 

耐震解析に用いるコード（ANSYS について） 

コード名 

項目 
ANSYS 

開発機関 Swanson Analysis Systems 社（現 ANSYS 社） 

使用したバージョン 14.5 

開発時期 2012 年(初版開発時期 1970 年) 

解析コードの概要 ANSYS(以下，「本解析コード」という。)は Swanson Analysis Systems

社（現 ANSYS 社）により開発された有限要素解析法による計算機プログラ

ムである。 

 本解析コードは，広範囲に亘る多目的有限要素解析法による計算機プロ

グラムであり，静的及び動的構造力学問題のシミュレーションならびに解

析を実施するものである。 

 本解析コードは，ISO9001 及び ASME NQA-1 を取得し，アメリカ合衆国

規制委員会による 10CFR Part 50 ならびに 10CFR21 の要求を満たしてお

り，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動車，機械，建築，

土木等の様々な分野の構造解析に広く利用されている。 

検証及び妥当性確認 【検証】 

本解析コードの検証の内容は次の通りである。 

 本解析コードの検証は，開発元のリリースノートの例題集において，

解析例に対する理論解と解析結果との比較が実施されている。 

 本解析コードが適正であることは，コード配布時に同梱された

Verification Testing Package により確認している。 

 本解析コードの運用環境について，開発元から提示された要件を満足

していることを確認している。 

【妥当性確認】 

本解析コードの妥当性確認の内容は次の通りである。 

 本解析コードは，数多くの研究機関や企業において，航空宇宙，自動

車，機械，建築，土木等の様々な分野の構造解析に広く利用されてい

ることを確認している。 

 本解析コードは，原子力分野では，原子炉設置（変更）許可申請書に

おける応力解析等，これまで多くの構造解析に対し使用実績があるこ

とを確認している。 
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